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○佐野市都市計画法第34条第11号に規定する開発行為の許可の基準に関する条例

平成22年３月25日条例第12号

改正

平成28年３月23日条例第24号

令和３年12月20日条例第36号

佐野市都市計画法第34条第11号に規定する開発行為の許可の基準に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）第34条第11号（法第

35条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する開発行為の許可の基準に関し必要な事

項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。

（法第34条第11号の条例で指定する土地の区域）

第３条 法第34条第11号の条例で指定する土地の区域は、次の各号のいずれにも該当する土地の区域

で都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）第29条の９各号に掲げる土地の区域として規則で定め

るものを含まないものとする。

(１) 建築物の敷地相互間の距離が50メートル以内でおおむね50以上の建築物（市街化区域（工業

専用地域である区域を除く。）に存するものを含む。）が連なっている地域から50メートル離れ

た地点を結んだ線に囲まれた土地の区域に当該区域に隣接する５ヘクタール未満の土地を加えた

土地の区域

(２) 環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上又は事業活動の効率上支障がないものとして規

則で定める道路が適当に配置されている土地の区域

（法第34条第11号の条例で定める予定建築物等の用途）

第４条 法第34条第11号の開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められ

る用途として条例で定める予定建築物等の用途は、次に掲げる用途以外の用途とする。

(１) 自己の居住の用に供する一戸建ての住宅

(２) 分譲住宅（貸家の用に供する場合を除く。）

(３) 建築基準法（昭和25年法律第201号）別表第２（い）の項第２号又は（ろ）の項第２号に掲げ

る建築物で自己の用に供するもの

２ 開発区域内の全ての土地が既存宅地（土地の現況又は登記簿の地目が昭和45年10月１日前から宅

地であるものをいう。以下同じ。）である場合の法第34条第11号の開発区域及びその周辺の地域に

おける環境の保全上支障があると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、前項

の規定にかかわらず、次に掲げる用途以外の用途とする。

(１) 住宅

(２) 共同住宅

(３) 建築基準法別表第２（い）の項第２号又は（ろ）の項第２号に掲げる建築物で自己の用に供

するもの

（開発許可の基準）
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第５条 第３条に規定する土地の区域内で行う開発行為は、次の各号のいずれにも適合しなければな

らない。

(１) 開発区域内において予定される建築物の敷地面積が200平方メートル以上500平方メートル以

下であること。ただし、良好な住居等の環境の形成又は保持に支障がないものとして規則で定め

る場合は、この限りでない。

(２) 開発区域内において予定される建築物の高さが10メートル以下であること。

(３) 開発区域の面積が５ヘクタール未満であること。

(４) 開発区域が４メートル以上の幅員の道路（第３条に規定する土地の区域外の相当規模の道路

に接続する道路に限る。以下同じ。）に接すること。ただし、自己の居住の用に供する一戸建て

の住宅の用途に供することを目的として行う開発行為の場合は、この限りでない。

(５) 分譲住宅の用途に供することを目的として行う開発行為（開発区域内の全ての土地が既存宅

地である場合を除く。）については、前号の規定にかかわらず、開発区域が６メートル以上の幅

員の道路に接すること。

（委任）

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成22年４月１日から施行する。

附 則（平成28年３月23日条例第24号）

この条例は、平成28年４月１日から施行する。

附 則（令和３年12月20日条例第36号）

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の第３条の規定は、この条例の施行の日以後に申請する都市計画法（昭和

43年法律第100号）第29条第１項、第35条の２第１項又は第43条第１項の許可について適用し、同日

前に申請したこれらの許可については、なお従前の例による。


